
 
 

改   正   後 改   正   前 

３ 貸金業関係 

 

３－１ 登録の申請、届出関係  

（ 略 ） 

 

 

３－１－１ 登録申請書、届出書の受理 

 

 ⑴ （略） 

⑵ （略） 

⑶ 法第４条第２項第４号に規定する「営業所又は事務所の所在地を証する書面又は

その写し」については、次によるものとする。 

① 営業所等（自動契約受付機及び現金自動設備を除く。）については、当該営業所

等の所有又は賃貸借の態様に応じて、登記事項証明書、固定資産税課税通知書（課

税物件明細の記載があるもの）、所有者からの使用承諾書（貸金業の営業所等とし

て使用されることを承諾する旨の記載のあるもの）、又は賃貸借契約書等 

② ～ ④（略） 

 

⑷ ～ ⑻（略） 

 

３－１－２ ～ ３－１－７ （略） 
 

３－２ ～ ３－９ （略） 

 

 

 

（ 削 除 ） 

 

 

 

３ 貸金業関係 

 

３－１ 登録の申請、届出関係  

（ 略 ） 

 

 

３－１－１ 登録申請書、届出書の受理 

 

 ⑴ （略） 

⑵ （略） 

⑶ 法第４条第２項第４号に規定する「営業所又は事務所の所在地を証する書面又は

その写し」については、次によるものとする。 

① 営業所等（自動契約受付機及び現金自動設備を除く。）については、当該営業所

等の所有又は賃貸借の態様に応じて、登記簿謄本、固定資産税課税通知書（課税

物件明細の記載があるもの）、所有者からの使用承諾書（貸金業の営業所等として

使用されることを承諾する旨の記載のあるもの）、又は賃貸借契約書等 

② ～ ④（略） 

 

⑷ ～ ⑻（略） 

 

３－１－２ ～ ３－１－７ （略） 
 

３－２ ～ ３－９ （略） 

 

 

経過措置 

 以下の規定については、平成１５年１２月３１日までの間適用する。 

 

１．取立て行為の規制（改正前事務ガイドライン３－２－２） 

 法第２１条第１項（取立て行為の規制。法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、

法第２４条の３第２項、法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用



 
する場合を含む。）の規定に係る監督に当たっては、次に掲げる事項に留意するものと

する。  

⑴ 貸金業者又は債権の取立てについて委託を受けた者等が、債務者、保証人等を威

迫する次のような言動を行ってはならないこと。  

① 暴力的な態度をとること。  

② 大声をあげたり、乱暴な言葉を使ったりすること。  

③ 多人数で押し掛けること。  

⑵ 債務者、保証人等の私生活又は業務の平穏を害する次のような言動を行ってはな

らないこと。  

① 正当な理由なく、午後９時から午前８時まで、その他不適当な時間帯に、電話

で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

② 反復継続して、電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

③ はり紙、落書き、その他いかなる手段であるかを問わず、債務者の借入れに関

する事実、その他プライバシーに関する事項等をあからさまにすること。  

④ 勤務先を訪問して、債務者、保証人等を困惑させたり、不利益を被らせたりす

ること。  

⑶ その他、債務者、保証人等に対し、次のような行為をしてはならないこと。  

① 他の貸金業者からの借入れ又はクレジットカードの使用等により弁済すること

を要求すること。  

② 債務処理に関する権限を弁護士に委任した旨の通知、司法書士法第３条第１項

第６号及び第７号に規定する業務（簡裁訴訟代理関係業務）に関する権限を同法

第３条第２項に規定する司法書士に委任した旨の通知、又は調停、破産その他裁

判手続をとったことの通知を受けた後に、正当な理由なく支払請求をすること。  

③ 法律上支払義務のない者に対し、支払請求をしたり、必要以上に取立てへの協

力を要求すること。  

④ その他正当と認められない方法によって請求をしたり取立てをすること。  

 

２．取引関係の正常化（改正前事務ガイドライン３－２－３）  

 上記のほか、貸金業者の監督に当たっては、資金需要者等の利益の保護を図る観点

から、次に掲げる事項に留意するものとする。  

⑴ 債務者、保証人その他の債務の弁済を行おうとする者から、帳簿の記載事項のう

ち、当該弁済に係る債務の内容について開示を求められたときに協力すること。  

⑵ 契約を締結するに際して、契約内容を文書又は口頭で十分説明すること。  

⑶ 契約を締結するに際しては、次に掲げる行為を行ってはならないこと。  

① 白紙委任状及びこれに類する書面を徴求すること。  



 
② 白地手形及び白地小切手を徴求すること。  

③ クレジットカードを担保等として徴求すること。  

④ 貸付け金額に比し、過大な担保を徴求すること。  

⑤ 印鑑、預貯金通帳・証書、キャッシュカード、運転免許証、健康保険証、年金

受給証等の債務者の社会生活上必要な証明書等を徴求すること。  

⑷ 包括契約を締結したとき及び当該包括契約に基づく貸付けを行ったときは、その

いずれの場合にも、その内容を明らかにする書面をその相手方に交付すること。ま

た、その書面は、債務者が自己の債務の内容を正確に把握し、弁済計画の参考とし

うる程度の一義的、具体的、明確なものであること。  

⑸ バス又は乗用車等の巡回により貸付けに関する業務の全部又は一部を営む行為

は、安全性や顧客とのトラブルの発生等の問題があることから、行ってはならない

こと。  

⑹ 顧客の信用情報について、不必要な事項の調査、調査事項の貸付け目的以外への

使用等顧客のプライバシーの侵害となるような行為は行ってはならないこと。  

⑺ 貸金業以外の業務を行っている場合において、当該貸金業以外の業務に関して貸

金業者の登録番号を使用してはならないこと。  

⑻ 社会的に過剰宣伝であると批判を浴びるような過度の広告をしてはならないこ

と。  

⑼ 貸付けの利率について、出資法に定められた上限利率にかかわらず、自らの経営

努力により、可能な限り引き下げ、もって資金需要者の負担の軽減を図るよう努め

ること。  

⑽ 法第１７条第２項の規定により、保証人となろうとする者に当該保証契約の内容

を説明する書面を交付するときは、保証人となろうとする者があらかじめ保証契約

の内容を十分理解した上で保証契約を締結するとの法の趣旨に沿って交付するこ

と。  

⑾ 法第１７条（法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、法第２４条の３第２項、

法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用する場合を含む。）に規

定する書面における規則第１４条第１項第１号イに定める事項の記載については、

保証の種類（連帯保証、根保証等）及びその効力（根保証の場合における極度額の

説明を含む。）をわかりやすく記載するなど、保証人となろうとする者が保証契約の

内容を十分理解しうる内容であること。  

 

３．貸金業協会に対する監督、信用情報機関（改正前事務ガイドライン３－４，５）  

  協会に対する法第４章の規定に係る監督に当たっては、資金需要者等の保護の観点

から、地方自治法第２４５条の４の規定に基づき、各都道府県知事に対して、その事



 
務の運営について、以下のとおり助言、勧告を行っているので、参考とされたい。 

一 貸金業協会に対する監督 

貸金業協会に対する法第４章の規定に係る監督に当たっては、資金需要者等の保

護の観点から、以下の事項に留意されたい。  

１ 業務に関する事項 

⑴ 法第１３条及び下記の留意事項の趣旨に沿って、貸付けに関する自主規制基

準を作成しているか。  

 ・顧客に対し、必要とする以上の金額の借入れを勧誘したり、借入意欲をそそ

るような勧誘をしてはならないこと。 

⑵ 法第２１条第１項（法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、法第２４条

の３第２項、法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用する

場合を含む。）及び下記の留意事項の趣旨に沿って、取立て行為の自主規制基準

を作成しているか。  

イ 貸金業者又は債権の取立てについて委託を受けた者等が、債務者、保証人

等を威迫する次のような言動を行ってはならないこと。  

① 暴力的な態度をとること。  

② 大声をあげたり、乱暴な言葉を使ったりすること。  

③ 多人数で押し掛けること。  

ロ 債務者、保証人等の私生活又は業務の平穏を害する次のような言動を行っ

てはならないこと。  

① 正当な理由なく、午後９時から午前８時まで、その他不適当な時間帯に、

電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

② 反復継続して、電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

③ はり紙、落書き、その他いかなる手段であるかを問わず、債務者の借入

れに関する事実、その他プライバシーに関する事項等をあからさまにする

こと。  

④ 勤務先を訪問して、債務者、保証人等を困惑させたり、不利益を被らせ

たりすること。  

ハ その他、債務者、保証人等に対し、次のような行為をしてはならないこと。  

① 他の貸金業者からの借入れ又はクレジットカードの使用等により弁済す

ることを要求すること。  

② 債務処理に関する権限を弁護士に委任した旨の通知、司法書士法第３条

第１項第６号及び第７号に規定する業務（簡裁訴訟代理関係業務）に関す

る権限を同法第３条第２項に規定する司法書士に委任した旨の通知、又は

調停、破産その他裁判手続をとったことの通知を受けた後に、正当な理由



 

 

なく支払請求をすること。  

③ 法律上支払義務のない者に対し、支払請求をしたり、必要以上に取立て

への協力を要求すること。  

④ その他正当と認められない方法によって請求をしたり取立てをするこ

と。 

 
 



 

新旧対照表 

 

 

改  正  後 現     行 

５ プリペイドカード関係 

５－３ 自家発行型前払式証票の発行届出
 

 （略） 

 

５－３－１ 営業所又は事務所 

 規則第７条第２項第１号に規定する「営業所又は事務所」

とは、自家型発行者が自家発行型前払式証票の発行の業務の

全部又はその一部を反復継続して営んでいる一定の場所を

いうものとする。なお、登記されている営業所又は事務所に

ついては、法人の登記事項証明書（添付書類）と照合するも

のとする。 

５－３－２ （略） 

 

 

 

 

５ プリペイドカード関係 

５－３ 自家発行型前払式証票の発行届出
 

 （略） 

 

５－３－１ 営業所又は事務所 

 規則第７条第２項第１号に規定する「営業所又は事務所」

とは、自家型発行者が自家発行型前払式証票の発行の業務の

全部又はその一部を反復継続して営んでいる一定の場所を

いうものとする。なお、登記されている営業所又は事務所に

ついては、法人登記簿謄本（添付書類）と照合するものとす

る。 

５－３－２ （略） 

 

 

 

 



 

新旧対照表 

 

 

改  正  後 現     行 

 

５－４ 第三者型発行者の登録
 

 （略） 

 

５－４－１ 営業所又は事務所 

 規則第 10 条第１号に規定する「営業所又は事務所」とは、

第三者型発行者が第三者発行型前払式証票の発行の業務の

全部又はその一部を反復継続して営んでいる一定の場所を

いうものとし、登記されている営業所又は事務所について

は、法人の登記事項証明書（添付書類）と照合するものとす

る。 

５－４－２ ～ ５－４－７ （略）  

   
 

 

５－４ 第三者型発行者の登録
 

 （略） 

 

５－４－１ 営業所又は事務所 

 規則第 10 条第１号に規定する「営業所又は事務所」とは、

第三者型発行者が第三者発行型前払式証票の発行の業務の

全部又はその一部を反復継続して営んでいる一定の場所を

いうものとし、登記されている営業所又は事務所について

は、法人登記簿謄本（添付書類）と照合するものとする。 

 

 

５－４－２ ～ ５－４－７ （略） 

     

 

 

 



事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）（新旧対照表） 

 

改正後 現行 

 

６ 商品ファンド業関係 

 

６－１ 投資の対象及び割合 

 

６－１－２ 商品投資以外の投資 

  法第２条第１項に規定する「商品投資」以外に投資する場合に

は、以下を満たすものとする。 

 

 (1) 金融商品（信託受益権、譲渡性預金、抵当証券、証券取引法

第２条に規定する有価証券及び証券先物取引（証券取引法第２

条第２０項に規定する有価証券先物取引、同条第２１項に規定

する有価証券指数等先物取引、同条第２２項に規定する有価証

券オプション取引及び同条第２３項に規定する外国市場証券先

物取引をいう。以下同じ。）並びに金融先物取引法第２条第１

１項に規定する金融先物取引等をいう。以下同じ。）を投資対

象として組み入れる場合には、法第２条第１項に規定する商品

投資により運用する金額が運用財産の総額の二分の一超である

こととする。 

 (2) （略）  

（3）  (略) 

 

６－２ 申請及び届出 

 

 

６ 商品ファンド業関係 

 

６－１ 投資の対象及び割合 

 

６－１－２ 商品投資以外の投資 

  法第２条第１項に規定する「商品投資」以外に投資する場合に

は、以下を満たすものとする。 

 

 (1) 金融商品（信託受益権、譲渡性預金、抵当証券、証券取引法

第２条に規定する有価証券及び証券先物取引（証券取引法第２

条第１７項に規定する有価証券先物取引、同条１８項に規定す

る有価証券指数等先物取引、同条第１９項に規定する有価証券

オプション取引及び同条第２０項に規定する外国市場証券先物

取引をいう。以下同じ。）並びに金融先物取引法第２条第９項

に規定する金融先物取引等をいう。以下同じ。）を投資対象と

して組み入れる場合には、法第２条第１項に規定する商品投資

により運用する金額が運用財産の総額の二分の一超であること

とする。 

 (2)  （略） 

（3） （略） 

 

６－２ 申請及び届出 

 



６－２－５ 業務報告書 

  許可省令第１４条の規定による商品投資販売業に関する業務告

書を受理した場合には、その写し一通を遅滞なく監督局長に送付

するものとする。 

 

 

 

６－２－５ 事業報告書 

  許可省令第１４条の規定による商品投資販売業に関する事業報

告書及び中間業務報告書を受理した場合には、その写し一通を遅滞

なく監督局長に送付するものとする。 

 

 



事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）（新旧対照表） 

 

改正後 現行 

７ 不動産特定共同事業関係 

 

７－２ 許認可届出事項 

 

７－２－１ 許可の申請 

  法第５条第１項及び第８条第１項に規定する許可申請書の提出

があったときは、次に掲げる事項に留意するものとする。 

 (1) （略） 

 (2) （略） 

 (3) 外国法人である場合には、法第５条第２項第２号に規定する

「これに代わる書面」として、本国における主たる事務所に係

る登記事項証明書又はこれに準ずる書面及び国内の主たる事務

所に係る登記事項証明書を添付していること。 

  

(4) （略） 

 

   

７ 不動産特定共同事業関係 

 

７－２ 許認可届出事項 

 

７－２－１ 許可の申請 

  法第５条第１項及び第８条第１項に規定する許可申請書の提出

があったときは、次に掲げる事項に留意するものとする。 

 (1) （略） 

 (2) （略）  

 (3) 外国法人である場合には、法第５条第２項第２号に規定する

「これに代わる書面」として、本国における主たる事務所に係

る登記簿の謄本又はこれに準ずる書面及び国内の主たる事務所

に係る登記簿の謄本を添付していること。 

  

(4) （略） 

 

 

 

 




